
1　研究目的

　前報 (その１)文１) では、IsZEB の基本的な概念を示し、

太陽光発電・蓄電設備のイニシャルコスト・CO2 と、発

電設備の維持費、廃棄コスト・CO2 の算出を行い、ライ

フサイクルコストを求めた。さらに、従来建物モデルの

買電による購入料金・CO2 排出量と IsZEB 化に伴う CO2

排出量の比較を行い、IsZEB の脱 CO2 効果及び経済性を

明らかにした。

　図１に IsZEB の検討フローチャートを示す。前報 (そ

の１) で示した太陽光発電と蓄電池によって構成された

IsZEB(IsZEB ① ) では最少のライフサイクルコスト時に

おいて約100万[kWh/年]の余剰電力が生じた。本報(そ

の２) と次報 ( その３) では、前報 ( その１) と同様に

新潟大学付属小中学校を対象とし、余剰電力を最大限に

利用するため、水素製造装置、蓄水素装置、燃料電池を

導入した IsZEB(IsZEB ② ) を検討する。本報ではまず

IsZEB ②の概要を述べる。また、装置及び余剰電力の利

用率を向上させるために翌日の余剰電力を推定し、蓄

電容量を確保するために予め電力の水素変換を行う手

法（一日平均法）の検討を行う。一日平均法を用いて、

１年間のエネルギー収支を検討し、IsZEB ②の最適なシ

ステム構成について検討を行う。次報（その３）では、

札幌、新潟、東京、福岡を対象に IsZEB ②の最適シス

テム構成とライフサイクルコスト・CO2 の算出及び投資

回収年数の検討を行う。

2　研究概要

2.1　対象建物の電力消費量と太陽光発電量：図２にガ

ス消費量を電力消費量に換算した合計電力消費量を、図

３に単位面積あたりの日積算発電量を、表１に 2018 年

の電力消費量の概要を示す。太陽光発電量の計算方法と

研究対象建物の概要、太陽光発電装置、蓄電装置の仕様

は既報（その１）と同様である。対象建物では電力とガ

スが使用されているため、ガス (45.1[MJ/ ㎥ ]) と電力

図１　IsZEB の検討フローチャート　

発
電
量

[
W
h
/
日
・
m
2
]

図３　単位面積あたりの日積算発電量 (2018、新潟市 )
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図２　ガス消費量を電力消費量に換算した合計電力消費量 (2018)

従来モデル（系統電力接続）
20年間の購入電力料金 約4.9-5.7億円

（燃料調整費0-10[円/kWh])
買電料金単価32[円/kWh]
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　This report describes an overview of IsZEB②（incorporating hydrogen production equipment and fuel cells）and a method 
that estimating the next day's surplus power in advance and converting the power to hydrogen at night to ensure storage capacity 
(daily average method) in order to improve the equipment and utilization rate of surplus power will be considered. Also, the 
energy balance for one year and the optimal system configuration for IsZEB② is considered by using the daily average method.
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(3.6[MJ/kWh]) の単位発熱量と機器効率を考慮し、ガス

消費量を電力消費量に換算する。機器効率はガス調理機

器：50[%]、ガス給湯機：90[％ ]、ガス暖房機：80[%]、

電力による給湯 COP：３[-]、業務用空調機の APF：4.8[-]

と仮定する。

2.2　水素製造装置・燃料電池・蓄水素装置を導入した

IsZEB の概要：図４に水素製造装置・蓄水素装置・燃料

電池を導入した IsZEB システム（IsZEB ② ) の概要を示

す。既報（その１）で提案した IsZEB ①は比較的大規模

な蓄電装置を設置し、系統電力から独立した状態で太陽

光発電のみで電力を自給する。本報では蓄電装置だけで

はなく、燃料電池、水素製造装置、蓄水素装置を導入し

て系統電力から独立した状態で電力自給と水素生産・蓄

蔵が可能となる建物を検討する。本報では 1年間を対象

にシステム構成の検討を行う。

2.3　余剰電力の利用条件：年間電力消費量は一定のた

め、太陽光発電容量の増加させた場合、余剰電力量が増

加する。本報では余剰電力の水素変換率が 90[%]※１以

上となるシステム構成を対象に検討する。

2.4　ライフサイクルコスト・CO2 の計算方法：表２に各

設備の基本条件、表３に各 CO2 排出原単位を示す。IsZEB

②は表２の水素製造装置、燃料電池、蓄水素装置におけ

るイニシャル・ランニングの各コストによりシステムの

ライフサイクルコストを算出する。また、設備生産時の

CO2 排出量の合計値を IsZEB ②のライフサイクル CO2 と

する。

3　装置稼働率及び余剰電力利用率を向上させるための

手法 (一日平均法 )

　IsZEB ①において、太陽光発電量が対象建物の電力消

費量より多い状況で、蓄電装置が満充電の場合、余剰電

力が発生する。そのため次の日の余剰電力を推定し、主

に夜間において蓄電電力を予め水素変換することで、余

剰電力分の蓄電容量を確保する手法 (一日平均法 )を検

討する。

4　解析結果

4.1　一日平均法の有無による余剰電力の水素変換率

の比較：図５に例として太陽光発電容量を 936[kW]

(5,200[m2]) とした場合の１時間あたりの余剰電力量の

年変化を、図６に IsZEB ①における各太陽光発電容量と

対応する蓄電装置容量を示す。太陽光発電容量 936[kW]

は IsZEB ①の最適システム構成時の容量である。このシ

ステム構成では１時間あたりの余剰電力量の最大値は約

1,070[kWh] となる (図５）。この余剰電力を直接全て水

素に変換するためには 1,070[kW] の水素製造装置が必要

となる。また、太陽光発電装置容量 936[kW] において、

IsZEB ①とするための蓄電装置容量は 13,561[kWh] とな

る (図６）。

　図７に一日平均法の有無による水素製造用電力と蓄

電装置残量の変動を示す。一日平均法なしの場合、蓄

電装置の残量がほぼ上限の 13,561[kWh] 付近を推移す

図４　水素製造装置・蓄水素装置・燃料電池を導入した
IsZEB システム (IsZEB ②）の概要

表１　2018 年の電力消費量の概要

表２　各設備の基本条件
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図５　一時間あたりの余剰電力量の年変化
(太陽光発電容量 936[kW](5,200[m2])）
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図６　IsZEB ①における各太陽光発電容量と対応する蓄電装置容量

表３　各 CO2 排出原単位

+

新潟大学付属小中学校（対象建物）

蓄電装置
充電効率=98[%}
放電効率=98[%]

太陽光発電
発電効率20[%]系統

電力

蓄電装置に充電(優先)

独立
敷地

(余剰水素を販売する)

水素を生産

燃料電池
１[Nm3]=2.13[kWh]
発電効率約60[%]

水素製造装置
4.42[kWh]=１[Nm3]
水素製造効率80[%]

蓄水素装置

直接給電
(最優先)

蓄電装置による
給電（燃料電池給
電しない場合）

燃料電池による
供給

年間合計電力消費量[kWh] 426,761

一時間あたりピーク電力消費量[kWh] 382

夏季電力消費量[kWh] 82,065

他季電力消費量[kWh] 344,696

単価[円/kW]
文1） 140,000

メンテナンス費用[円/(kW・年)]
文1） 3,000

廃棄費用[円/kW]
文1） 9,700

定格出力量[W/m
2
] 180

発電効率[%] 22

単価[円/kWh]
文2） 16,500

充/放電効率[%] 98

単価[円/kW]
文3) 150,000

メンテナンス費用[円/(kW・年)]
文4） 4,800

電解効率
文3)

4.42[kWh/Nm
3
](80[%])

単価[円/kW]
文5） 500,000

発電効率[kW/Nm
3
]
文5） 2.13(60[%])

水素蓄蔵装置 単価
文6）

1,878[円/kWh](4,000[円/Nm
3
])

太陽光発電装置
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(a)　水素製造用電力量の変動（一日平均法なし）
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(c)　水素製造用電力量の変動（一日平均法あり）

る。この期間の最大余剰電力は約 1,000[kWh] であり、

これに対応する水素製造装置容量が必要となる。一日

平均法ありの場合、蓄電装置の残量は 6,000[kWh] から

12,000[kWh] まで比較的大きく変動する。この期間にお

ける水素製造用電力は最大で約 330[kWh] となり、一日

平均法なしの場合と比較して 1/3 となる。一日平均法に

より水素製造装置の容量が大幅に削減できるため、全体

的なシステムコストが減少する。

　図８に一日平均法の有無による蓄電装置残量の年変

化※２を、図９に一日平均法の有無による余剰電力の水

素変換率を示す。一日平均法により蓄電装置の稼働率が

向上する ( 図８)。水素製造装置容量が 330[kW] 以上で

は、一日平均法ありの場合で余剰電力の水素変換率がほ

ぼ 100[%] となる（図９）。一方、一日平均法なしの場合、

水素変換率は約 60[%] となる。どの水素製造装置容量で

も、余剰電力の水素変換率は一日平均法を利用した場合

に高くなる。

4.2 余剰電力量と最少水素製造装置容量の関係：図 10

に太陽光発電容量と余剰電力量及び余剰電力の 90[%] 以

上を水素に変換するために必要な水素製造装置容量の関

係を示す。本報では余剰電力の水素変換率が 90[%] 以上

となる条件を対象に検討するため、各太陽光発電容量に

対して必要な水素製造装置容量の最少値が存在する。太

陽光発電容量を増加させると、余剰電力量が増えるため

必要な水素製造装置容量も増加する。

4.3 IsZEB ②のシステム構成の検討方法：図 11に IsZEB

②のシステム構成の検討方法を示す。本報では太陽光発

電容量 18[kW](100[ ㎡ ]) ごとに各設備容量を変化させ

て、ライフサイクルコストを求める。その上で最適なシ

ステムをライフサイクルコスト、CO2 排出量、余剰電力

の水素変換率と余剰水素量により総合的に判断する。

4.4 太陽光発電容量と水素製造装置容量を一定とし、燃

料電池容量を変化させた場合のシステム構成とライフサ

イクルコストの関係：図 12 に一例として太陽光発電容

量 936[kW]、水素製造装置 223[kW]( 余剰電力の水素変換

率は約 90[%]) の場合における燃料電池容量を変化させ

た場合の蓄電装置、蓄水素装置容量、ライフサイクルコ

ストを示す。燃料電池容量の増加に伴い、蓄電装置容量

が減少する一方で、必要な蓄水素装置容量が増加する。

表２より、蓄電装置（16,500[ 円 /kWh]）は蓄水素装置

（1,880[ 円 /kWh]）に対してコストが大幅に上回るため、

燃料電池容量の増加に伴い、燃料電池と水素製造装置の

コスト増加しても、全体的なライフサイクルコストが減

少する傾向となる（図 12）。

4.5　各太陽光発電容量における最少ライフサイクルコ

スと最適なシステム構成の検討：図 13 に各太陽光発電

図７　一日平均法の有無による水素製造用電力と蓄電装置残量の変動
（6/1（金）から 6/2（土）、太陽光発電容量 936[kW](5,200[m2])）

(b)　蓄電装置充・給電量、蓄電装置残量の変動（一日平均法なし） (d)　蓄電装置充・給電量、蓄電装置残量の変動（一日平均法あり）
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図８　一日平均法の有無による蓄電装置残量の年変化※２

（太陽光発電容量 936[kW](5,200[m2])）
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図９　一日平均法の有無による年間の余剰電力の水素変換率
（太陽光発電容量 936[kW](5,200[m2])）
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イクルコストは約 4.7[ 億円 ]、CO2 排出量は約 3,130[t]

であり、電力会社供給モデル (5.3[ 億円 ]、CO2 排出量

3,900[t]) に比べて、ライフサイクルコストは約 0.5[ 億

円 ]、CO2 排出量は約 770[t] 削減できる。太陽光発電容

量が 918[kW]( パネル面積 5,100[ ㎡ ]）では、ライフサ

イクルコストが最少となり約 3.9[ 億円 ]、CO2 排出量は

約 2,454[t]、年間余剰水素量は 180,000[Nm3] となる。こ

の余剰水素を販売した場合※４、ライフサイクルコストは

さらに減少し、約 2.3[ 億円 ] となり、ライフサイクル

CO2 は -1,050[t] となる。

4　まとめ

①一日平均法により余剰電力の水素変換率を向上させる

ことが可能となる。

②太陽光発電容量 432[kW] では、ライフサイクルコスト

が電力会社供給モデルより 0.5[ 億円 ]減少し、CO2 排

出量が約 770[t] 削減できる。この場合、発電電力の

自家消費率は 64[%] となる。

容量において最少ライフサイクルコストとなる設備構成

と余剰水素量、余剰電力の水素変換率、自家消費率、CO2

排出量を示す。太陽光発電容量が 396[kW] から 432[kW]

までは余剰電力の水素変換率は約 100[%] であり、余剰水

素量もほぼない。この場合の自家消費率※３は 64[%] から

70［%］である。太陽光発電容量の増加させた場合、自

家消費率は減少し、余剰水素量が増加する。太陽光発電

容量 432[kW]( パネル面積 2,400[ ㎡ ]) では、ライフサ
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図 12　燃料電池容量を変化させた場合の蓄電装置、
蓄水素装置、ライフサイクルコスト ( 太陽光発電容量 936[kW]、

水素製造装置 223[kW]、余剰電力の水素変換率約 90[%])
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図 13　各太陽光発電容量において最少ライフサイクルコストと
なる設備構成と余剰水素量、余剰電力の水素変換率、
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注釈
※１　本報では余剰電力の水素変換率が９割以上となる条件を対象に検討を行

う。今後は、余剰電力の水素変換率もパラメータとしてより最適なシス
テム構成の分析を行う予定である。

※２　一年間の助走計算を行っている。
※３　自家消費率は太陽光発電電力量に対する消費電力量の比である。水素変換

率と自家消費率の差は、設備システムによる総合ロス（蓄電池の充放電効
率、水素変換・燃料電池による発電効率）分と余剰水素分の合計である。

※４　水素販売純利益は 500[ 円 /kg](45[ 円 /N ㎥ ]) とし、余剰水素は随時売
却されると仮定する。水素販売による CO2 排出削減量は水素による発電
量 (2.13[kWh/N ㎥ ]) と東北電力の CO2 排出量原単位から算出する。
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図 11　IsZEB ②のシステム構成の検討方法

②一日平均法を利用して、各太陽光発電容
量の余剰電力を水素変換するために必要な
最大の水素製造装置容量を計算する

①計算対象の太陽光発電容量は360[kW]
(2,000[m2])（≒余剰電力０[kW]）から
936[kW](5,200[m2])（≒余剰電力約100
万[kWh]）まで18[kW](100[m2])ごととする

③水素製造装置容量を余剰電力の水素変換
率が90[%]から100[%]となる容量(１[kW]ご
と)まで設定し、各水素製造装置容量にお
ける余剰電力の水素変換率、年間水素製造
量を計算する

④年間水素製造量により、稼働可能な最大
燃料電池出力を求める

⑤各燃料電池定格出力(１[kW]ごと) ・水
素製造装置容量(１[Nm3]ごと)において、
年間の燃料電池の稼働出力量、水素製造
量・消費量により蓄水素装置容量を計算す
る。さらに、必要な最小蓄電装置容量を計
算する

⑥各太陽光発電容量（18[kW]ごと)におい
て、上記の順に水素製造装置容量、燃料電
池定格出力量、蓄水素装置容量、蓄電装置
容量を検討して、ライフサイクルコスト、
CO2排出量を計算する

(b)　燃料電池容量を変化させた場合のライフサイクルコスト
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の余剰水素量、余剰電力の水素変換率と自家消費率
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(b) 各太陽光発電容量における最少ライフサイクルコストと CO2 排出量

電力会社供給モデルの CO2 排出量（右軸）

電力会社供給モデルの電力料金（左軸）

CO2 排出量（右軸）


